
─ 97 ─



- 98 - 
 

Ⅳ 営業外収益 

受取利息及び配当金 

その他 

  

 

Ⅴ 営業外費用 

支払利息 

貸倒引当金繰入額 

貸倒損失 

その他 

   経常利益（経常損失） 

 

 

Ⅵ 特 別 利 益 

前期損益修正益 

その他 

 

 

Ⅶ 特 別 損 失 

前期損益修正損 

その他 

  税引前当期純利益（税引前当期純損失） 

  法人税、住民税及び事業税 

  法人税等調整額 

  当期純利益（当期純損失） 

 

 

 

 

完 成 工 事 原 価 報 告 書 

自    年  月  日 

至    年  月  日 

                  （会社名）                  

 

 

千円 

 

Ⅰ 材 料 費 

Ⅱ 労 務 費 

（うち労務外注費       ） 

Ⅲ 外 注 費 

Ⅳ 経   費 

（うち人件費         ） 

 

             完成工事原価 
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12 金融商品関係 

⑴ 金融商品の状況 

⑵ 金融商品の時価等 

13 賃貸等不動産関係 

⑴ 賃貸等不動産の状況 

⑵ 賃貸等不動産の時価等 

14 関連当事者との取引 

取引の内容 

種類 
会社等の名 

称又は氏名 

議決権の所有 

（被所有）割合 
関係内容 科目 

期末残高 

（千円） 

      

ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。 

⑴ 取引の内容 

種類 
会社等の名 

称又は氏名 

議決権の所有 

（被所有）割合 
関係内容 取引の内容 取引金額 科目 

期末残高 

（千円） 

        

⑵ 取引条件及び取引条件の決定方針 

⑶ 取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容 

15 一株当たり情報 

⑴ 一株当たりの純資産額 

⑵ 一株当たりの当期純利益又は当期純損失 

16 重要な後発事象 

17 連結配当規制適用の有無 

17-2 収益認識関係 

18 その他 
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認定能力評価基準におけるレベル３・４の技能者について 

 
令和２年４月１日以降の経営事項審査においては、審査基準日時点で建設キャリアアップカード（レベル

３，レベル４）の交付を受けている技能者は、技術職員として評価されるようになりました。 

 

１ 経営事項審査における「レベル３」及び「レベル４」の取扱いについて 

 ・有資格区分コード 

  レベル３技能者＝７０３ 

  レベル４技能者＝７０４ 

 ・点数 

  レベル３技能者＝２点 

  レベル４技能者＝３点 

 ・確認資料 

  能力評価（レベル判定）結果通知書 

（当該結果通知書には、レベル及び職種が記載されているので、建設キャリアアップカードの写しは不

要です。） 

なお、結果通知書については、能力評価実施機関にお問い合わせください。 

〈能力評価結果通知書見本〉 
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２ レベル４、レベル３技能者で評価できる業種について 

技術職員数値の算出における、レベル４技能者及びレベル３技能者の技能の区分については、次の表の左

の認定能力評価基準ごとに、それぞれ同表の右の建設業の種類のいずれかに計上するものとします。 

  

能力評価基準 建設業の種類 

電気工事技能者能力評価基準 電気、電気通信 

橋梁技能者能力評価基準 とび・土工、鋼構造物 

造園技能者能力評価基準 造園 

コンクリート圧送技能者能力評価基準 とび・土工 

防水施工技能者能力評価基準 防水 

トンネル技能者能力評価基準 とび・土工、土木 

建設塗装技能者能力評価基準 塗装 

左官技能者能力評価基準 左官 

機械土工技能者能力評価基準 とび・土工、土木 

海上起重技能者能力評価基準 しゅんせつ、土木 

ＰＣ技能者能力評価基準 とび・土工、鉄筋、土木 

鉄筋技能者能力評価基準 鉄筋 

圧接技能者能力評価基準 鉄筋 

型枠技能者能力評価基準 大工 

配管技能者能力評価基準 管 

とび技能者能力評価基準 とび・土工 

切断穿孔技能者能力評価基準 とび・土工 

内装仕上技能者能力評価基準 内装仕上 

サッシ・カーテンウォール技能者能力評価基準 建具 

エクステリア技能者能力評価基準 とび・土工、石、タイル・れんが・ブロック 

建築板金技能者能力評価基準 屋根、板金 

外壁仕上技能者能力評価基準 左官、塗装、防水 

ダクト技能者能力評価基準 管 

保温保冷技能者能力評価基準 熱絶縁 

グラウト技能者能力評価基準 とび・土工 

冷凍空調技能者能力評価基準 管 

運動施設技能者能力評価基準 とび・土工、造園、舗装、土木 

基礎工技能者能力評価基準 とび・土工 

タイル張り技能者能力評価基準 タイル・れんが・ブロック 

標識・路面標示技能者能力評価基準 とび・土工、塗装 

消防施設技能者能力評価基準 消防施設 

建築大工技能者能力評価基準 大工 

硝子工事技能者能力評価基準 ガラス 

ＡＬＣ技能者能力評価基準 タイル・れんが・ブロック 

土工技能者能力評価基準 とび・土工 
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監査証明の例            独立監査人の監査報告書 

×年×月×日 

○○株式会社取締役会御中 
                           ○○監査法人 

公認会計士○○○○印 

 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号（金融商品取引法第１９３条の２）の規定に基づく監査証

明を行うため、○○株式会社の  ×年×月×日から  ×年×月×日までの第×期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について

監査を行った。この計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は当該監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討するこ

とを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

①無限定適正意見の文例 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

②限定付適正意見の文例 

会社は、・・・・・について、・・・・・の計上を行っていない。我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に従えば・・・・・・を計上する必要がある。この結果、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ○○百万円過大に、当期純利益は○○百万円過大に表示されている。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、上記の除外事項を除き、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況を全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

③不適正意見の文例 

会社は、・・・・・について、・・・・・の計上を行っていない。我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に従えば・・・・・・を計上する必要がある。この結果、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ○○百万円過大に、当期純利益は○○百万円過大に表示されている。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、上記の除外事項が計算書類及び附属明細書に与

える影響の重要性にかんがみ、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を適正に表示していないものと認め

る。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 
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会計参与報告書の文例 

×年×月×日 

会計参与報告 

○○株式会社会計参与○○○○印 

 

１ 私と○○株式会社は、会計参与の職務の実施に関して下記の合意をした。 

⑴ 会社は私に対し、計算書類及びその附属明細書（以下「計算関係書類」という。）作成のための情報

を適時に提供し、私は会社の業務及び現況を十分理解して取締役と共同して計算関係書類を作成する

こと。 

⑵ 会社は申述書を私に提出すること。 

⑶ 私が業務上知り得た会社及びその関係者の秘密を他に漏らし、又は盗用してはならないこと。 

⑷ 計算関係書類及び会計参与報告の閲覧・交付の請求に当たっては、株主及び債権者に対し、あらかじ

め会社に閲覧・交付の請求をすることが必要である旨を明らかにする適切な方法を会社が講ずること。 

 

２ 私が○○株式会社の経理担当の取締役の○○○○氏と共同して作成した書類 

○○株式会社の ×年×月×日から ×年×月×日までの第×期事業年度の計算関係書類 

 

３ 計算関係書類の作成のための基本となる事項 

⑴ 試算の評価基準及び評価方法 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

⑶ 引当金の計上基準 

⑷ 収益及び費用の計上基準 

⑸ その他計算関係書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

４ 計算関係書類の作成のために用いた資料の種類その他計算関係書類の作成の過程及び方法は次のとお

りである。 

総勘定元帳、各種補助簿、棚卸表等 

総勘定元帳等は取締役の責任で作成し、私は「会計参与の行動指針」に従って取締役と共同して計算関

係書類を作成した。 

 

５ 計算関係書類の作成のために行った報告の徴収及び調査の結果 

不良資産、陳腐化棚卸資産についての報告を聴取した結果、これらについては適切な処理が行われてお

り、また簿外債務はない旨の回答を得た。また調査を実施すべき事態は生じなかった。 

 

６ 私が計算関係書類の作成に際して取締役○○○○氏及びその補助者である経理部門担当者と協議した

主な事項は次のとおりである。 

研究開発費の会計処理 

有価証券の時価評価の方法 

 

以上 
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古紙配合率70％再生紙を使用しています
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